
折り込み紙

認定区分 対象となる子ども 利用先

施設の利用手続き

　新制度では、施設など(幼稚園、保育所、認定
こども園などで、その運営基準が適正であると市
が確認したもの)の利用を希望する場合、支給認
定を受ける必要があります。認定された区分に
よって、利用できる施設と利用時間が決まります。
認定区分の種類

◆新制度に移行する幼稚園・保育所を利用中
　引き続き利用する場合は、支給認定を受ける必
要があります。支給認定を受けるときに、保育所
を継続して利用希望する場合は、上記の「保育を
必要とする事由」のいずれかに該当する必要があ
ります。支給認定の申請は、幼稚園・保育所と
も、現在入園(所)している施設を通じて11月以降
に手続きができます。幼稚園を転園する場合は、
転園先の幼稚園で手続きを行ってください。

◆現行制度のまま継続する幼稚園(新制度に移行
　しない幼稚園)を利用中
　支給認定を受けずに引き続き利用できます。

支給認定

平成27年４月から入園・入所を希望

現在、通園（所）中で引き続き通園（所）を希望

◆新制度に移行する幼稚園を希望
　幼稚園など(幼稚園、認定こども園)での教育を
希望する場合は、３～５歳児の子どもであれば、
認定を受けるための制限はなく、１号認定を受け
られます。また、各施設への利用申し込みと同時
に支給認定の申請ができます。

◆現行制度のまま継続する幼稚園を希望
　現行制度のまま継続する幼稚園(新制度に移行
しない幼稚園)は、支給認定を受けずに利用でき
ますので、直接各園へ申し込んでください。

◆保育所を希望
　保育所など(保育所、認定こども園、地域型保
育)での保育を希望する場合は、全ての保護者が
次の「保育を必要とする事由」のいずれかに該当
し、保育認定(２号・３号)を受ける必要がありま
す。また、同時に保育の利用時間に関係する「保育

必要量」の認定を受けます。

保育を必要とする事由
●就労していること(パートタイムなどを含む
　全ての就労の内、市が定める基準以上の労働)
●妊娠中または出産後間がないこと
●疾病・障がいをもっていること
●同居の親族を常時介護または看護していること
●災害復旧に当たっていること
●求職活動(起業準備を含む)を継続的に行って
　いること
●特定の教育施設に在学(職業訓練校などにお
　ける職業訓練を含む)していること
●虐待やＤＶの恐れがあると認められること
●育児休業取得時に、既に保育を利用している
　子どもについて継続利用が必要であると認め
　られること
●その他上記に類する状態として市が認める場合
※申請には、各項目に該当することを確認する
　各種書類が必要です。

保育の必要量
　保育を必要とする事由によって、保育必要量
が認定されます。その区分に応じて、保育が利
用できる時間が変わります。

保育必要量
時間区分 利用時間
保育標準時間
保育短時間

１号認定

２号認定

３号認定

満３歳以上で就学前の
子ども
（２号認定を除く）

幼稚園、認定こども園

保育所、認定こども園

保育所、認定こども園、
地域型保育

満３歳以上で保護者の
就労や疾病等により保
育を必要とする就学前
の子ども

満３歳未満で保護者の
就労や疾病等により保
育を必要とする子ども

最長11時間
最長８時間

◆幼稚園に関すること(利用申請・保育料に関す
　ること)
　教委学校教育課　　229-3391　　229-3332

◆保育所・認定こども園に関すること、その他新
　制度に関すること
　子育て推進課　　229-3390　　229-3334


